
  

総論
第1章  社会保障の国際的動向とその背景
第3節  所得保障の動向
1  所得保障の種類とパターン

(1) 所得保障は,その保障する事故の性格により次のように大別される。すなわち第1は所得の喪失に
対する保障という性格をもつ給付で,年金,傷病給付,出産給付,業務災害給付,失業給付等がこれに当た
る。 

第2は特別の出費に対する保障という性格を持つもので,子どもの養育費という性格を有する家族給
付等がそれに当たる。

このほかこれら諸給付の機能を補足するものとして公的扶助の諸給付がある。

第1-15表はこれら所得保障のための各種施策の制度別構成を示したものであるが,これによると,第1
に所得保障支出の中で年金の占める割合が各国とも大きな比率を占めており,所得保障制度の中心的
役割を担っているという点が明らかである。我が国の場合,年金の比率は50年度で約65%となって
おり,西ドイツ,イタリアではこの比率がより高く7～8割に達している。表に掲げた他の国はおおむ
ね6割前後となっている。第2の特色は,我が国と西ドイツを除く欧米諸国においては家族手当(我が
国の場合は児童手当)のシエアーが高くなっていることである。特にフランスにおいてはその比率は
高く所得保障支出のうち約25%を占めている。第3は公的扶助についてである。西ドイツ,スウェー
デン,フランス,イタリアにおいては,所得保障に占める公的扶助の比率は低い。これに対してアメリ
カやイギリスにおいては公的扶助の比率は高くなっている。 

第1-15表 所得保障給付の制度別内訳
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(2) 以上のように所得保障のため,各種施策が様々な形で講じられているが,年金と公的扶助について
その状況はおおむね次のように整理されるであろう。 

第1は,フランスにみられるような年金の公的扶助化である。

すなわちフランスにおいては無拠出老齢年金制度による年金額の最低保障水準の設定により老齢手
当が一種の公的扶助の役割を担い,公的扶助制度は疾病,障害等の個別の特別の需要に対する事後的
援助として機能している。 

第2は,イギリスにみられるように年金制度と公的扶助制度が制度上の有機的連携を図っている場合
である。後述するようにイギリスにおいては,年金制度は均一的な定額給付を基本とするがその給付
水準はかなり低く,相当数の受給者が年金と公的扶助の両方を受けている。 

第3は,制度の仕組みとして年金制度とは別個に公的扶助制度が設けられている場合であり,西ドイツ,
アメリカがこれに当たる。西ドイツにおいては後述するように年金制度の成熟化は相当進んでおり
40～45年という長期の加入者が多くかなり高い水準の年金額が支給されているが,一方,アメリカの
場合は年金水準は西ドイツより低く,しかも年金と併せて公的扶助を受けている者が相当数みられ
る。 

(3) 次に公的所得保障が家計の収入構造にいかなるウェイトを占めているかを我が国について示し
たのが 第1-16表である。全世帯平均でみれば,所得保障の規模は当初所得に比して約3%であるが,高
齢者世帯及び母子世帯についてはそれぞれ約32%,16%となっている。また,世帯類型別に所得の種
類をみると高齢者世帯では年金のある世帯は約70%を占めており,雇用者所得のある世帯比率(約
33%)をはるかに超えている。また母子世帯では雇用者所得のある世帯が約66%,年金のある世帯が
約24%,その他所得のある世帯が約26%となっている。以上のことから明らかなように,公的制度に
よる所得保障は老人等のいわゆるハンディキャップ層にとって極めて重要な収入源であり,今後高齢
化社会へ移行しつつある中で,ますますそのウエイトは高まっていくものと予想される。 

第1-16表 世帯類型別世帯当たり平均収入金額と所得の種類別有所得世帯率
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以下において,所得保障の各制度のうち代表的な年金制度と公的扶助制度を中心に,諸外国における
制度の仕組みや考え方との対比で我が国の所得保障制度の問題点や将来のあり方を検討してみるこ
ととする。 
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2  年金制度

我が国の年金制度は昭和36年の国民皆年金の実現以来,給付水準等の改善が着実に図られ制度的には,かな
り古い歴史を持つ欧米諸国のそれと肩を並べるに至っている。しかしながら,我が国の年金制度の歴史は
未だ浅い。例えば年金の成熟は,受給者の増加と被保険者の加入期間が長くなることに伴う年金額の増加
となって現れるが,そのうち,老齢年金受給者対被保険者比率を取り上げると我が国の場合,厚生年金で
5.2%,国民年金(拠出制)で12.7%であり,欧米先進諸国のそれに比してかなり低い(第1-17表)。

第1-17表 主要国における老齢年金受給者数の被保険者数に対する比率
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しかしながら,今後年金給付費は莫大なものになるとともに,国民経済の中での年金の比重は高まることは
必至であり,年金制度の仕組みについて今後とも社会的公正と国民の連帯意識に支えられた一層の工夫を
行うことが要請されている。
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2  年金制度
(1)  制度の適用範囲と方法

制度の適用方法という観点からみれば,欧米先進諸国の年金制度は2つのタイプに分けることができる(各
国の年金制度の概要については第1-18表として掲げた)。第1のタイプはイギリスやスウェーデンにみら
れる制度であり,全国民を単一の制度によりカバーし,いかなる職種,職域に属していようとも国民にはすべ
て平等な給付を与えることを原則とする場合である。第2は西ドイツ,フランス,アメリカの年金制度であ
り,各社会階層の自律性を重要視し,各人の所得に比例した保険料の高さに応じて給付を設定する応益主義
の原則を基本とした職能別,職域別の複数の制度から成り立っている型である。

第1-18表 主要国の年金制度の概要
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我が国の公的年金制度は被用者を対象とする厚生年金制度,自営業者,農業者を対象とする国民年金制度を
中核として合計8つの公的年金制度から構成された国民のすべてをカバーする皆年金制度であるという点
では第1のタイプと同様であるが,これらの制度が分立しているという意味では第2のタイプに類似してお
り,制度間のアンバランスが指摘されている。しかしながら我が国の場合,通算年金制度が老齢,障害,遺族
給付のすべてについて設けられており,国民がいかなる制度を横断しようとも年金の受給権は確保される
仕組みになっている。
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(2)  給付の型と水準

年金給付の型については,前述の第1のタイプに属するイギリスやスウェーデンは一律定額の年金支給を原
則とする国であり,第2のタイプに属する西ドイツ,アメリカ,イタリア,フランスにおいては各人の過去の賃
金等の報酬や加入期間に応じた年金を支給する報酬比例方式を原則とする。前者については年金による
給付をすべての国民に対して均等に配分するという点で平等性を重視した考え方に立っている。

イギリスにおいては当初国民に対して均一の負担を課していたが,均一負担額は低所得者層の負担能力を
基準にして決定されるため,その均一負担水準は低くならざるを得ず,その結果定額の給付水準も低い水準
に設定されることとなる。そのため個人や集団ごとに異なる多様な欲求にはこたえ難い年金制度になら
ざるを得ない面があった。そのため1961年に負担面で所得比例制を導入した。またスウェーデンにおい
ては,1960年以降新たに定額年金の上に所得比例の付加給付が導入された。一方,第2のタイプの制度では
年金給付水準は原則的には過去の賃金や拠出期間に依存して決定されるため,従前の所得格差がそのまま
老後の年金に持ち込まれるなど,特に低所得者層への給付水準が低くなるという欠点が見られていた。そ
こでこれらの型を採用している国においては,一方において低所得者の年金額を相対的に有利となるよう
な給付体系をとることによって低所得者の所得を保障するとともに,他方において年金額の上限を画する
ことによって年金の所得再分配機能を高めている。

以上のように第1のタイプの年金制度は全国民への均一的所得保障という考え方を基本としつつも,所得比
例的な拠出方式を加味することによって給付水準を高める傾向にあり,他方第2のタイプの国では最低年金
額や最高年金額の設定等によって制度の欠陥を是正しており,両者の型は制度の仕組みとしては次第に接
近しているといえよう。

我が国の年金制度の給付額算定方式は,国民年金については加入期間比例を加味した定額年金制度であり,
一方厚生年金は定額部分と所得比例部分から成る算定方式をとっており,一つの制度内で上記第1のタイプ
の定額方式と第2のタイプの所得比例方式がミックスしたユニークな方式である。

年金の給付水準は基本的には上で述べた方式により決定されるが,我が国より古い制度的歴史をもつ欧米
諸国の年金給付水準は必ずしも一様ではない。所得比例制の場合の年金水準は過去の賃金をどう評価す
るか,算定の基礎となる賃金をどの範囲とするかによって年金の水準は異なってくるし,制度の成熟化の程
度にも左右される。またその水準は年金を単身者に対するものとして構成するか夫婦に対するものとし
て構成するかによって異なってくる。以上のような点を留意しつつ各国の年金水準を比較したのが第1-
19表である。

第1-19表 主要国の年金水準
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平均賃金はその範囲や対象とする労働者等に相違があり,正確な国際比較は難しいが,イギリス,アメリカ,
スウェーデンの老齢年金額を平均賃金に対する比率でみれば,単身の場合で約26～27%,夫婦の場合で約41
～42%となっている。一方西ドイツの年金水準は比較的高く,労働者年金の老齢年金は賃金比で約38%,職
員年金の場合は約61%に達している。

我が国の年金給付水準の現状は,これまでの制度改正により厚生年金,国民年金とも制度的にはほぼ欧米諸
国の給付水準と肩を並べ,一部追い越すに至っている。すなわち,厚生年金制度でみれば標準年金について
は夫婦の場合月額約10万円であり,この給付水準は平均標準報酬の60%に相当するものであり,西ドイツの
水準に迫っている。一方,全受給者平均額でみても国際的にみて遜色のないレベルに達している。すなわ
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ち厚生年金の老齢年金平均額は平均賃金に対する比率でみれば51年では約42%に達しており,国際的にみ
て決して見劣りしない給付水準である。なお,現在厚生年金制度における老齢年金受給者の平均加入期間
が約23年であることを考慮すれば今後この水準は更に上昇するものと予想される。一方,国民年金につい
てみれば,現実には制度の歴史が浅くようやく11年年金が緒をついたばかりであり,平均給付水準は低い。
しかしながら,例えば25年の加入期間を前提にした年金水準が51年度価格で7万5,000円(夫婦,付加年金を
含む)になっていることからも明らかなように,国民年金の給付水準も今後は制度の成熟化とともに着実に
上昇しよう。
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(3)  受給資格要件

拠出制の年金制度において,年金受給のためには,かなり長期間の保険料の拠出期間が要件とされる。この
ため制度発足時において既に高齢に達している者は年金制度の創設にもかかわらず年金受給に結びつか
ないという現象が生じる。このため,制度発足時においては資格期間を特例的に短縮し,短期間の拠出で年
金権を賦与するための経過措置が講じられることが多い。例えばアメリカにおいては経過措置として制
度発足当時高齢であった者については最低1年6か月で年金受給に結びつくようにされている。イギリス
においても,国民保険制度が発足した当時既に高齢に達しており老齢年金受給資格を有しなかった者及び
低額の老齢年金しか得られなかった者に対し,1970年から80歳以上の老人を対象とした高齢者年金制度を
設けている。我が国においては厚生年金は20年以上,国民年金は25年以上の拠出期間を要件としているが,
後者については,制度創設時に福祉年金,5年年金,10年年金等の入念な経過措置を講じて制度の成熟化を早
めている。

老齢年金の受給のためには一定年齢への到達が要件とされるが,欧米諸国についてみればほぼ65歳を原則
(フランスでは60歳から受給できるが,年金水準が賃金の25%と低いため,65歳受給(年金水準は賃金の
50%)が通例となっている。)としつつも,受給開始年齢についての弾力的取扱い傾向がみられる。しかし
ながら,すべての老齢年金受給資格者の支給開始年齢を一律に引き下げることは制度的にかなり成熟し,年
金受給者の多い欧米諸国においては財政的に困難であり,いくつかの特定なケースについて受給開始年齢
の引下げ傾向がみられる。例えば西ドイツにおいては原則は65歳であるが,35年の拠出期間を有する者で,
一定の所得以下の者には63歳から,また,15年以上の拠出期間があり直近の1.5年の間で1年以上失業してい
る者には60歳から全額支給される。

イタリアでは,35年以上の拠出者は年齢のいかんにかかわらず全額受給できる。またほとんどの国におい
て各人の選択により原則的な支給年齢より早く減額年金を認める制度や支給開始を遅らせると増額年金
を支給するシステムを採っており,受給者の多様な欲求に弾力的に対応している。我が国でも国民年金は
60歳から減額年金を受給することができる。

我が国の老齢年金受給開始年齢は共済年金は55歳,厚生年金は60歳(女55歳),国民年金は65歳を原則として
おり,我が国の老齢年金受給開始年金は欧米諸国に比して早い。

従来,老齢年金受給開始年齢については定年年齢との間に谷間が生じるという指摘がなされていたが第1-
20表 から明らかなように,近年は不況の長期化を反映して定年延長が鈍化傾向を示しているものの,すう勢
的には老齢年金受給開始年齢と定年年齢のギャップは縮少の方向にあるといえる。

第1-20表 一律定年制の定年年齢別事業所数の割合
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なお年金の支給開始年齢の遅速は費用負担と不可分の関係にある。例えば厚生年金の場合同一の年金額
を60歳から支給する場合と65歳から支給する場合とでは年金費用は長期的に2割程度異なってくるものと
見込まれ,支給開始年齢の差異はそのまま年金の財政状況に反映することとなる。このような状況にかん
がみ,今後,年金の支給開始年齢については,雇用環境の整備等を進めながら次第にその引上げを図って行く
必要がある。
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(4)  費用負担と財政状況

年金制度の財源は被保険者,事業主及び国の三者負担で賄われる。アメリカやフランスにおいては無拠出
の特例的年金以外は原則として国庫負担はない。一方,我が国をはじめイギリス,スウェーデン等において
は国庫負担はかなりの額にのぼっている(第1-18表)。主要国の保険料(率)の推移は第1-21表 に掲げる通り
であるが,西ドイツ,アメリカでは被用者と事業主の負担割合は折半であり,フランスやイギリス,イタリア
では事業主の負担割合が大きい。またスウェーデンでは全額事業主負担(1973年までは特別年金税方式で
あったが,1974年より全額事業主負担方式に改めた)になっている。

第1-21表 主要国の保険料(率)の推移

我が国の場合,厚生年金は52年度で男子(女子)の保険料は9.1%(7.3%)であり,主要国との対比でみても低い
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水準であるが,今後は制度の成熟化と拠出期間の長い受給者の増大等により年金給付費はかなりの水準に
増大するものと見込まれ(現制度を前提にした場合の年金給付総額は対国民所得比で,75年には10%程度に
なると見込まれる。),これに見合って費用負担が増大することは必至である。諸外国においても程度の差
はあれ,将来の給付費の増大はかなりの額になるものと見込まれ,現在我が国より高率の保険料(率)となっ
ているが,それでも年金財政の前途は必ずしも楽観できない状況にあるといえよう。特に近時の世界的イ
ンフレと不況の同時並行的経済状況の中にあって年金の財政問題は更に浮き彫りにされたといえよう。
このような状況下において,主要国においてはいくつかの措置を講じようとしている。例えば西ドイツで
は年金のスライド実施時期の引き延ばし等の措置がとられる予定であり,フランスにおいても保険料の引
上げは必至であろう。またイギリスにおいて所得比例制年金を復活した新しい制度が1978年4月から実施
されることとなっており,アメリカにおいても,連邦老齢・遺族・障害保険の将来給付費に対する財政対策
の検討が行われている。我が国としても,これら諸外国の動向を見つつ健全な年金財政の制度的仕組みを
早急に確立する必要があろう。
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2  年金制度
(5)  企業年金の役割

欧米諸国においては,企業年金も長い歴史を有しており,公的年金の補足としての役割りを果たしてきた。

企業年金制度の内容は各国ごとに異なっているが,その公的年金との類似性からみると,フランス,スウェー
デンは,全国的に一律の基準を設定している点から見て,公的性格が極めて強く,アメリカ,イギリス,西ドイ
ツでは順守すべき最低の基準を設定し,それ以上は,個別の企業の自主性に任せるという点からみて私的性
格が強い。

まず企業年金の運営をみると,アメリカ,イギリス,西ドイツでは,拠出や給付の内容等について全国的ある
いは産業別の基準はなく,単に最低限の内容を法律で定めているにすぎず,具体的内容は,企業の自主性にゆ
だねており,財政運営も各個別の企業が単位となっている。スウェーデンでは,拠出や給付の内容について,
全国的な労使協約があり,これに基づいて運営されるが,財政運営は各個別企業である。フランスでは,幹部
職員と一般職員等それぞれについて全国的な労使協約があり,拠出や給付は全国一律の基準に従い,かつ財
政運営は幹部職員や一般職員等のための制度に一本化されている。

このため,財政方式は,多数の企業が連合となっているフランスでは賦課方式をとっており,一方個別企業が
主体となっている他の国では積立方式が一般的である。

資産の運用方法について注目されるのはスウェーデンの資産運用方法であり,信用保険に加入した場合に
は,社内留保の扱いとなり,帳簿上の年金積立金は企業活動のための資産として活用できることとされてい
る。

以上,企業年金の内容は各国により様々であるが,近年欧米諸国では企業年金を育成強化し,かつ,内容や運
営方法にも規制を加えて,老後の所得保障の第2の柱として位置付けようという方向がみられる。

我が国の企業年金は37年に発足した税制適格年金,41年に制度化された厚生年金基金及び両制度に属さな
い自社年金からなる。加入者は52年3月末現在で厚生年金基金が539.5万人,税制適格年金が463.6万人で
ある。

労働省の調査によれば,大企業の約6割,全企業平均(従業員30人以上)で約3割が企業年金を有しており,その
普及度はかなり高くなってきている。しかしながら,制度の内容については次のような問題が指摘されて
おり,企業年金が老後の生活設計上果たす役割を充実させるために検討する必要に迫られている。

その1つは,企業年金には,退職一時金選択規程をもっているものが多く,実際にも年金よりも一時金として
選択される場合が多いことである。第2は,諸外国の企業年金でも重要問題となっているインフレ対策であ
る。公的年金制度については物価スライド制が導入されたが,厚生年金基金の上積み部分や適格年金につ
いてはこの制度がまだ一般化していない。
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3  公的扶助制度

所得保障制度の一環としての公的扶助制度は年金等の社会保険と異なり,現に生活に困窮している者につ
いて,個別的に,事後的に対応し,資力調査(ミーンズ・テスト)に基づき,必要に応じて公費による給付を行う
ものであり,国民生活の最終的なよりどころとして大きな役割を担っている。

しかしながら,所得保障全体に占める公的扶助の比重は国により一様でなく,例えば第1-15表で示したよう
に,イギリスやアメリカにおいては高く,西ドイツやフランスでは低い。このような違いは各国の公的扶助
制度の仕組み及び運用形態の相異にも起因しているが,同時にそれぞれの国の所得水準,雇用の状況,更には
家族形態や国民意識など国民のおかれている社会経済条件の相違及び年金,医療等の制度と公的扶助制度
の組合せ方の違い等にも起因している。本節では,公的扶助制度が年金等の他の所得保障制度とどのよう
な関係にあるかという観点から各国の公的扶助の役割を概観してみよう。

(1) イギリスにおいては,「補足的給付制度」(Supplementary Benefit)により,国民保険と無拠出の補
足給付との間で第一線機関や支払方法の一本化等運営上の有機的連携が図られているが,2で述べた
ように年金額の水準は低い水準にとどまっており,年金受給者の相当部分が年金と併せて公的扶助に
よる給付を受けている。 

すなわち補足給付は一定の基準(我が国の生活扶助基準にあたる。)によって決定され,特別需要とし
て長期加算(補足年金受給資格年齢男65歳,女60歳以上の者等に与えられる加算),家賃等が加えられ
る。基準額は長期加算や家賃を加えると定額年金水準より高い水準になる。例えば,老人夫婦の場
合,家賃扶助を除く補足給付の額(基準と長期加算の合計額)は1974年で週当たり16.35ポンドである
のに対して老齢年金の定額給付は16ポンドであり,公的扶助基準が若干高くなっており,家賃を含む
とこの格差は更に大きくなる(第1-22表)。このように年金額が補足給付額に達しない現状では,もし
年金受給者に他の収入がない場合には,請求に基づき補足給付の受給者となり,補足給付額と年金額
の差額が支給されることとなる。ちなみにイギリスの補足給付受給者は約270万世帯(保護人員425
万人)であるが,そのうち高齢者世帯が180万世帯(全受給者の67%)であり,これは老齢年金受給者の約
21%にあたる(第1-23表)。

第1-22表 公的扶助受給者数及び生活扶助基準
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第1-23表 世帯類型別被保護者数

アメリカの場合は,イギリスのように年金制度と公的扶助制度の間に有機的連携はないが,年金と公
的扶助の併給というケースがみられる(老齢年金と公的扶助の両方を受給している者は1975年で約
158万人であるが,これは老齢年金受給者の8%にあたる。)。ちなみに老齢年金の平均水準と老人夫
婦の生活扶助基準を比較すると前者は後者の約1.3倍になっている。 

なお,アメリカにおいては母子世帯の公的扶助の受給者が極端に多く全体の受給者の7割にも達して
いるが,これは,アメリカにおける雇用状況,家族形態更には扶養意識等の経済的社会的な諸現象の現
れであるとともに,社会保障制度,特に家族手当制度や我が国の児童扶養手当制度に相当する母子家
庭のための諸手当が欠如していることによるものと思われる。母子世帯についで多い受給者は老人
である。老人世帯の公的扶助受給者は230万人弱であり,全体の受給者の約14%である。 

(2) フランスの場合は無拠出老齢年金制度(老齢被用者手当等),家族手当制度等の部門の拡大により
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所得保障としての公的扶助の比重は低くなってきている。すなわち,給付の種類としては老人扶助,
心身障害者扶助等があるが,老人扶助についてみると,無拠出年金受給者にはこの扶助は適用されな
い。また家族扶助は家族手当制度の拡充により現在ではほとんど廃止されたと同然といえる。この
ようにフランスの場合は,生計費の基本的部分は年金と家族手当で保障しつつ,生活に困窮している
者で障害,疾病等の個別の特別な事由に該当する者について公的扶助が適用されることとなる。 

(3) 西ドイツの場合もアメリカやフランスと同様に公的扶助制度と年金制度の連携は特に行われて
いない。西ドイツの公的扶助制度は連邦社会扶助法(1961年)に基づき運営されているが,責任主体,
費用負担等を除けば我が国の生活保護法に極めて類似した制度である。給付の種類は生活扶助(日常
生活給付,一時扶助)と特別扶助(医療,教育,妊産婦,更生,結核,盲人,看護等各扶助)からなっている。生
活扶助基準は各州により若干差があるが,老人夫婦の場合1974年で月額平均550マルクである。なお
参考までに年金についてみれば老齢年金の平均水準は職員年金で約880マルク,労働者年金で約540
マルクとなっている。 

(4) 我が国の公的扶助は生活保護であるが生活保護制度は憲法第25条の理念に基づき何らかの原因
で貧困に陥り,自分の力で生活を維持できない人々に対して国の責任において健康で文化的な最低限
度の生活を保障するとともに,併せてその自立を助長することを目的としている。給付の内容として
生活,教育,住宅,医療,出産,生業及び葬祭の7種があるが,現在,保護を受けている者は,1976年で約136
万人,世帯数でみて71万世帯となっている。これらの世帯の内訳をみると傷病・障害世帯が最も多く
47%を占め,次いで高齢者世帯,母子世帯の割合が多くなっている。最低生活保障の水準である保護
基準のうち,生活扶助についてみれば,1976年度老人夫婦の場合1カ月約5万8,000円(1977年度約6万
6,000円)となっており,平均賃金に対する比率でみれば国際的にみても見劣りしないものである。 

今後年金制度の成熟化に伴う年金給付水準の上昇によって生活保護の所得保障としての役割は相対
的に減少することも予想されるが,生活保護が国民生活の最後のよりどころとしての制度であること
には変わりはない。 
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